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176-衆-予算委員会-3号 平成 22年 10月 13日    

 

○笠井委員 日本共産党の笠井亮です。 

 総理は、一に雇用、二に雇用、三に雇用ということでさきの民主党代表選挙でも強調されて、

今国会の所信表明演説でも、経済の歯車を回すのは雇用です、政府が先頭に立って雇用をふやし

ますと言われてこられました。その雇用問題で現在最も深刻だと言っていいのが、大学、高等学

校などの新規卒業者、新卒者の就職難の問題だと思います。 

 この八月に開かれた合同会社説明会に参加した首都圏のある四年生の女子学生は、まさかこん

な時期まで就職活動をしているとは思わなかった、卒業後、派遣の仕事かアルバイトをしながら

就職先を探すしかないと、まさに疲れ切った表情で述べていました。この女性の学生は、百社以

上も応募したんですけれども、内定どころか面接に進めたのもわずか五社だけという状態だった

と。また、高校生の場合、就職を希望しても、一度も就職試験を受けられずに卒業せざるを得な

い高校生が三分の一を占めるという地方もございます。まさに超氷河期と言われる深刻な事態が

進んでいる。 

 そこで、まず、総理、学校を卒業した若者の社会人としての第一歩が失業者という社会でいい

のか、この基本認識について、今の就職難についての見解を伺いたいと思います。 

 

○菅内閣総理大臣 笠井委員の方からも御紹介いただきましたけれども、私は、雇用というのは

経済の立て直しの点でも大変重要であるし、今まさに笠井委員言われたように、特に新卒者の場

合に学校を出て就職が見つからないということは、社会の中で自分の居場所がない、あるいは、

自分は場合によってはこの社会に必要でない人間なのかなというような、心の中にそういう深い

傷を受ける可能性もありまして、そういう点では、何としても新卒者の高卒、大卒の皆さんに就

職が見つかるようにいろいろな形で全力を挙げなければならない、このように認識をいたしてお

ります。 

 

○笠井委員 ことしの春、就職も進学もせずに進路未定となった大学生は、実に全国で八万七千

人にも上ります。高校生の就職率も過去最低でありました。今、来年に向けても事態は日々深刻

になっております。 

 毎日コミュニケーションズのことし八月の調査によりますと、来年、二〇一一年春の大学、大

学院卒業予定者の内々定の率、これは一番新しいので七月現在になっていますが、これを見ます

と、全体で五四・五％ということで、男女いずれも半数前後にすぎず、とりわけ女子学生には厳

しい状況であります。 

 この間、私自身、東京や地方の国立、私立の大学生、教員の皆さんや大学当局の担当者、それ

から大学関係者からも直接現場の切実な声を伺ってまいりました。 

 二つ問題があると思います。一つは、新卒者の採用数の確保の問題。もう一つは、学生の就職

活動が過熱化して長期化している問題であります。 

 そういう中で、日本学術会議は、ことし七月二十二日に、深刻な大学生の就職難が大学教育に

も影響を与えているということで、ここに持ってまいりましたが、こういう提言をまとめまして、

ことし八月十七日に文部科学省に提出いたしました。 

 先日、私は、この提言にかかわった検討委員会の高祖敏明副委員長らに直接話を伺いました。

こう言われていました。マスコミなどからは卒業後三年新卒扱いということばかり注目されてい

るけれども、大学や就職活動のあり方全般を見直す、そういうことが必要だ、話し合いの場が必

要だということを強調されていました。大学関係者からも、こういうふうに切実な声が上がって

おります。 
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 去る十月七日の衆議院本会議の代表質問で、我が党の志位委員長は、過熱した就職活動を是正

するルールをつくるために、大学、経済界、政府の三者による協議を直ちに開始する、そのこと

を提案いたしました。ところが、総理からはこの点についての明確な御答弁はなかったんですけ

れども、そこで、改めて総理に伺います。 

 総理が雇用問題に真剣に取り組んで、特に新卒者の就職に力を入れるとおっしゃるなら、今す

ぐにでも政府自身が音頭をとってテーブルをつくって、大学、経済界、政府、三者によるこの問

題での協議を始めるべきではないかと思うんですが、総理、いかがでしょうか。 

 

○高木国務大臣 笠井委員にお答えをいたします。 

 お話にありましたように、ことしの春に就職できなかった大学生、高校生は八万人を超えると

いう調査もございます。特にその中で、就職活動あるいは採用活動が長期化をしておる、複雑化

をしておる、そしてまた早期化しておる、そういうことが言われております。この中で、学生の

負担を軽減しなきゃならぬ、私もそのような認識でございます。そういう立場から、先日、経済

団体にも私は足を運びました。今週末には、アポイントの関係で中小企業団体にも出てまいりま

す。 

 私としては、もちろん、経済を強くすること、それから大学の就業力を上げること、これは大

事なことです。その上で、できるだけ採用枞を拡大していただく。そして、卒業後三年以内の方々

は新卒扱いにしていただく。そして、今は三年になると、もうそろそろ就職活動、そういうこと

で行動しなきゃならない、そういう実態にあるわけでありますので、これをとにかく正常化させ

てほしい、是正をしてほしい、こういう要望をしてまいりました。 

 経済界にしても、これについては賛意を示していただきました。特に最近、商社業界におきま

しては、二〇一三年度入社の新卒者、これは現在の二年生に当たりますけれども、対象の採用ス

ケジュールをおくらせるための具体的な検討を始める、こういう経済界からの動きもございます。

私どもは、このことについて、しっかりこれからも取り組んでまいりたいと思っています。 

 なお、御指摘の経済界関係者あるいは大学関係者、そして私ども関係省庁との一つのテーブル、

これについては、検討の場としてできるだけ早く開会をできれば、このように思っておるところ

です。 

 

○中井委員長 細川厚労大臣。（笠井委員「いやいや、もういいです、同じですから。もう答えて

いますから」と呼ぶ）就職のことですから。（笠井委員「今もう答えていただいたからいいです、

厚労大臣。後で伺いますから」と呼ぶ）ちょっと待ってください。委員長はもう指名しましたか

ら、座ってください。 

 細川厚労大臣。 

 

○細川国務大臣 笠井委員に御説明いたします。済みません。（笠井委員「もういいです、それで」

と呼ぶ）ちょっとお聞きください。（笠井委員「じゃ、質問に答えてください、端的に。場のこと

だけ」と呼ぶ） 

 大学の皆さんとも相談をしてやらなければいけないということで、私ども厚生労働省としては、

各都道府県に新卒者就職応援本部というのを設置いたしました。ここには、大学の皆さん、高校

の皆さん、そして産業界の皆さん、そしてハローワークの人、労働界もそうです、そういう方が

集まって計画を立てて、そして、そこで就職の応援をする、こういうことで今やっているところ

でございます。 

 

○笠井委員 中央レベルでやるかどうかということで、政府が入ってということを質問して、文

科大臣、お答えあったわけです。 
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 総理、ちょっとそのことについて、三者の協議の場、政府がテーブルをつくってということに

ついて、総理大臣として大事な問題だと思うんですが、一言お願いします。 

 

○菅内閣総理大臣 既に政府でもいろいろな円卓会議等をつくっておりますが、政府では、雇用

戦略対話という形で、労働界、経済界、政府を含めて、学校関係者にも参加をしていただいて、

意見交換を始めております。 

 

○笠井委員 そういう文科大臣が言われたような、三者によるテーブルをつくる準備をして、検

討するために進めている、そういうことを準備している、それは必要だ、やるということで、総

理としてもよろしいですね、それは。 

 

○菅内閣総理大臣 そのとおりでありまして、先ほど厚労大臣からもありましたように、同時に

全都道府県の労働局にも、そうした形をそれぞれの地域でとる。これは、地域でとることの方が

より近い形でやれますので、より強力な、両方が相まって強力な体制になっていくと期待してお

ります。 

 

○笠井委員 今ありましたけれども、大学、経済界、政府、これら三者がやはりきちっと話し合

ってこの問題の解決を図る、当然地方レベルでも必要です。そういうことでこの問題に当たって

いく、大事なことだと私は思います。 

 そこで、具体的に伺っていきたいと思うんですが、まず、何より就職活動が、ありましたよう

に早期化、長期化をして、学業と就職活動が両立しないという問題、これをどう是正するかとい

うことが、そういう際にも大きなテーマになってくると思います。 

 かつては、大学と企業による就職協定がありまして、大学生の会社訪問というのは四年生の十

月一日から行われておりました。それでも抜け駆け的に協定破りが横行して、いわゆる青田刈り

ということが社会問題化をして、ついに協定自体も一九九七年になくなってしまったわけです。

とりわけこの間、就職活動の早期化、長期化というのが、この二〇〇二年の超氷河期と言われた

時期から見ても、著しくひどくなっているという実態がございます。 

 そこで、このパネルをごらんいただきたいんですけれども、二〇〇四年ごろまでの就職活動の

スタイルと比べても、七カ月も企業との接触というのが早くなっています。五年前には、学生が

企業と接触を始めるのは四年生になる直前の二月の説明会からで、三月から選考が始まって、四

月から内定という流れでありました。 

 それが現在はどうなっているかといいますと、学生と企業との接触が始まるのは三年生の七月

の職場体験のインターンシップ、十月からのオープンセミナー、そして社員交流があって、さら

に、年が明けて二月から説明会、そして、なかなか選考があっても内定が決まらずに、就職活動

が四年生の七月以降も続いて、一年以上にも及ぶというのが当たり前になっている。大学院の修

士課程では、一年後半から研究に手がつかないという状況であります。 

 この五年間に事態は急速に悪化をして、就職活動が長期化している、そういう事実について、

文科大臣、そういうことだということで端的にお答えいただきたいんですが、いかがでしょうか。 

 

○高木国務大臣 学生が学業に専念できる、そういう環境をつくることが重要であると……（笠

井委員「いや、長いかどうかということです」と呼ぶ）ええ、それはそうです。私はそういう認

識であります。 

 

○笠井委員 先ほどから、聞いたことにお答えいただきたいんですね、いろんなことをおっしゃ

るよりも。 
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 ことし四月五日の朝日新聞の「声」の欄に、こういう投書が寄せられております。 

 「内定取れぬ学生は負け組なのか」。私は内定をとれないまま今春大学を卒業しました。常に違

和感を覚えながらの就職活動でした。大学は本来、勉学の場です。私自身、中学のときから勉強

したかったことを大学で学べました。しかし卒論や専門的な授業がふえる、そういう三年のとき

に就職活動が始まり、会社説明会や面接のため授業を休まなければならないことが、週に二、三

度はありました。まるで就職のために大学に入ったような日々が続き、目的だった勉強が途中か

ら就職に変わり、どんなに一生懸命勉強しても内定がとれないと、学内でも負け組扱い。私は就

職するために大学に入ったんじゃない。何度も心の中で叫んだ言葉です。国も企業も学生のこと

をもっと真剣に考えてほしい。 

 まさにこういう声でありまして、私、このほかにもたくさん伺いました、直接。同様の声が学

生の皆さんから寄せられました。大学生活の半分を就職活動に当てると。何のために大学に行っ

たのかという声が上がるのは当然だと思います。 

 そこで、総理、こうした実態があるということで、就職活動が学業を圧迫している事態は直ち

に解決すべきだ。こういう点でも大学、政府、経済界、三者で協議するというなら、この問題を

どう正すつもりなのかということについて、これはやはり大事な大きな問題ですから、総理にぜ

ひお答えいただきたいんですが、いかがでしょうか。 

 

○菅内閣総理大臣 今御指摘ありましたように、新卒者の就職・採用活動については早期化、長

期、複雑化し、それにより学生の負担が大変大きくなっていると。せんだって、京都にある大学

に私も行きまして、直接学生さんからもそういうお話を聞きました。 

 こうした問題は、経済界、労働界、大学などが一体となって取り組むことが重要であり、関係

大臣から経済団体に対し、早期の採用選考の活動の抑制などの要請をしているところであります。

また、特に面接に当たっては、学生の人格を傷つけることがないよう、公正な採用選考について

注意を促していきたいと考えております。 

 先ほど、就職協定、私もかつてはそういうものがあったということを覚えておりますけれども、

そうした形の復活が可能かどうかということも含めて、同時に、やはり全体として雇用が厳しい

ことがその背景にあるとすれば、卖にそういう形だけでは十分ではないのかもしれません。 

 いずれにしても、関係者にも強く努力を促していきたいと考えております。 

 

○笠井委員 総理からも、今、経済団体に対しても政府としても要請しているところだとありま

したが、日本経団連は、この問題でも倫理憲章というのを出しております。しかし、これは卖な

る申し合わせになっていまして、そういうやり方に任せてきたのが一番問題だったなと私は改め

て振り返って調べてわかります。 

 ここに、二〇〇五年、これは、毎年経団連はこの問題で倫理憲章を改定して出しているんです

けれども、例えば、五年前なんですが、二〇〇六年度の新規学卒者の採用選考に関する企業の倫

理憲章というのがありまして、六項目立っているんですが、今質問した早期化、長期化の問題に

かかわっては、こうあります、二項目めに。 

 「採用選考活動早期開始の自粛」と。「在学全期間を通して知性、能力と人格を磨き、社会に貢

献できる人材を育成、輩出する高等教育の趣旨を踏まえ、学生が本分である学業に専念する十分

な時間を確保するため、採用選考活動の早期開始は自粛する。まして卒業学年に達しない学生に

対して、面接など実質的な選考活動を行うことは厳に慎む。」これはいいことが書いてあるんです。

毎年これが改定されて、基本的に同じことがずっと引き継がれているんです。 

 ところが、総理、これは書いてあって、いいことなんだけれども、守られていたら今のような

早期化、過熱化が起きるはずないんですね。ところが、憲章を決めて、毎年のようにバージョン

アップするたびに、表面上の言葉とは逆に、全く逆にますます事態は悪化して、実際にはノンル
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ール化しているというのが実態であります。こうした経済界に要請して、その自己責任に任せる

というだけではだめだ、日本経団連だけでは解決能力はない、そういうところまで来ている、経

済界といっても。こういうことだと思うんです。 

 日本学術会議の高祖検討委員会副委員長は、就職活動の早期化と長期化で、三年生以降は教育

が成り立たなくなっている、専門教育を受けるべき最も重要な時期に学生が能力を伸ばせないと

指摘して、職業に生かせるような専門的知識を学べる大学教育こそ必要だということを強調され

ていました。 

 会社説明会とか、あるいは、会社に応募するに当たってまずエントリーシートを出す、その受

け付け、面接の開始日などについて、やはりこの問題を大学、経済界、政府がしっかり協議をし

て、就職活動が学業を妨げることがないようにすべきではないかと思うのですが、それはいかが

でしょうか。 

 

○高木国務大臣 そのようなことで、私たちも、これからも引き続き努力をしていきたいと思い

ます。 

 

○笠井委員 卖に就職活動が早まって長いだけじゃなくて、近年、一層煩雑化しております。学

生の精神的、肉体的負担、苦痛は大変なものだ。 

 めちゃくちゃにこの問題で振り回されている学生の皆さんから、こういう声があります。 

 初めは、こういう仕事につきたいと思っていたのが、何社も落とされるうちに、自分にその仕

事は向いていないのではないかと、どこでもよくなるのがつらかった。まだ内定が出ず、毎日泣

いている。スーツを見ると吐き気がすると。こういう叫びが上がって、当事者だけじゃなくて、

親や祖父母も子や孫のことが心配でたまらないと。全国各地で今起こっている事態です。 

 大学のガイダンス、企業のインターンシップ、就業体験をする。そして、説明会には、同じ会

社が同じ内容で複数回やっても、両方出ないと次に行かせてもらえない。そして、応募する動機

などを記入する、手書きでやらなきゃいけないというエントリーシートも何十社も出して、そし

てそれが通るかどうかわからない。その後もさまざまな形態の試験がある。そして、一つの企業

が就職希望者に、何度も呼び出して面接を繰り返すのが当たり前になっている。就職活動を始め

てから内定までハードルが幾つもあるわけです。その間、授業などお構いなしということになる。 

 地方のある国立大学の理系の教授は、こう言われました。大学三年で研究室に入った学生が、

入った途端に就職活動でいなくなって、長期間にわたってしょっちゅう欠席をする、これでは学

生を指導できないし、研究もできないと。 

 こんな事態を放置していいんでしょうか。総理、率直に、どうお感じになりますか。 

 

○菅内閣総理大臣 先ほど来、基本的には同じことをいろいろな形で言われておりまして、そう

した形が現在進行しているということを認識すると同時に、そういうことは決して好ましいこと

ではない、そのように私も思っております。 

 

○笠井委員 これは、私、本当に深刻な実態だと思うので具体的に今紹介しているわけですが、

しかも、企業による一般常識からかけ離れたやり方が横行しております。採用決定に至る日程、

スケジュールも一切明らかにされずに、面接結果を通知する期日も示されず、長い間待たされる

というのが当たり前になっている。そして、一次面接を通った学生には、会社から非通知の設定

で携帯に電話がかかってきて、そして二次面接の日時が伝えられる。それも、一方的な通知だけ。

それが、二次、三次、四次、五次という面接がある。繰り返されます。 

 大銀行を受けた都内のある私立大学生の話ですけれども、こう言っていました。 

 電車に乗っていて、携帯に電話がかかってきた。済みません、今電車に乗っているんですとい
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うふうに言ったら、ではあしたかけ直しましょうということで会社から言われた。でもと思って

慌てて急行電車をおりてかけ直したら、発信専用の番号で、つながらない。そして、今に至るま

で、その会社からもう連絡、電話がないと。 

 つまり、いつでも、その場ですぐに出てこなかったら、もうその人はふるい落とされるという

事態があちこちである。この話を聞きまして、私、学生の方が電車の中で、済みません、今電車

だからと言ってすぐ切って、おりてと、常識を持って対応されたのに、相手の会社はいかに非常

識かと思いました。 

 一たん就職活動に入ると、いつ呼び出されるか面接があるかもわからない。だから予定も立て

られない。バイトもできずに、もちろんゼミも授業もまともに出られない。こんな非常識は直ち

になくさないといけないと思います。直ちに具体的行動をとるべきだ。採用決定に至る日程を明

らかにして、面接の合否を発表することぐらいは当然やる。これも、つまり、会社もそれから大

学も学生も、みんながそうだよねと納得するやり方をきちっと協議して決めるのが一番だと思う

んですよ。当然これは必要だと思いますね。いかがですか。 

 

○高木国務大臣 笠井委員、個々の事例を出されましたけれども、このような厳しい雇用情勢の

中です。大学も経済界も、そしてまた学生本人も、十分な認識を持ってこれらに対応するべきだ

と思っております。 

 いずれにいたしましても、就職活動、採用活動の早期化とか長期化、これについての是正につ

いて、これからも一つのテーブルで具体的なお互いの意見交換をしていきたいと思っております。 

 

○笠井委員 企業の側が、何を基準に、どういう判断で採用しようとしているかも不透明で、い

っぱい問題があるんです。 

 学生の人格を踏みにじるやり方が横行していると先ほど答弁でもありました。大問題だと、私

も聞いて本当に改めて思うんですが、とにかくやり方がめちゃくちゃで、大学で学んだことはろ

くに評価もされない。エントリーシートの書き方を指单する外部コンサルタントの講師は、大学

で学んだことなど書くなと教えるというんですよ。某球団を持つ企業は、エントリーシートに自

分が一番気に入った写真を張りつけてそれを説明しろと言われて、何を試しているのだかわから

ないと。 

 都内のある私立大学には就職活動のためのゼミの授業がありまして、東大、早稲田などと戦う

には秀でたものが必要だと教えられる。ある人は、枝豆はどの程度の塩かげんが一番おいしいか、

それを研究しましたと面接で言ったら、まあ、相手はおじさんたちだからと言われたそうです。

そうしたら、それが受けるからといって合格したとか、そんなふうに授業で教えられて、他人が

やらないような異常行動をやるのが大事だと教えられるというんですよ。ある学生は、東京から

九州までヒッチハイクしたり、公園で野宿していろいろな人に話しかけましたという経験をやっ

たというので面接で話したら、それがいいですと。ゼミで発表すると、学生から、いいことをや

ったなと褒められる。このゼミをとれば卖位も取得できるというふうになっている。 

 就職活動ではこういうノウハウだけが広がって、やってもいないのに、面接では受けをねらっ

てうそをつくようになって、もう耐えられないという学生がおりました。真剣なんですよ、これ

は本当に。面接では、どれだけストレスに耐えられるかということを見るということで、意図的

に侮辱的な問いかけをする圧迫面接がある。企業がやるんですよ。最後に何か聞きたいことはあ

りますかと面接で言われて、そのときに質問で、この会社の労働条件は何ですかと聞いたら、も

うそれでだめ、禁句だということがまかり通っている。学生の人権を無視するようなこんな理不

尽は直ちになくすべきだと思います。 

 こうして、学生の精神的、肉体的な疲労感とともに、一方で、企業の側も徒労感も限界に来て

いるという状況です。こんなことに莫大なエネルギーを費やすことが、学生はもちろんですが、
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大学、企業にとってもいいわけないと痛感しました。それがどんなに日本の経済社会にとって損

失か、まともな発展を妨げているか。学生が学んだことが評価されない、やりたいことが学べな

い。これで日本の経済がよくなるわけないと私は思いました。 

 こういう問題を先ほどから幾つか聞きました。そして、そういう問題も三者の協議でちゃんと

やりますと言われた。きっちりやってもらいたいと思います。 

 そして同時に、緊急の措置として、就職活動をする学生の経済的負担の軽減も待ったなしです。 

 ある地方大学の学生に聞いたら、首都圏、やはり人気企業というと本当に集中するという状況

で、そこへ行かなかったらとなるんですね。そういうのは当然だと思います。そして、首都圏の

企業を受けるには交通費や宿泊費がかさんで、信越地方でも大体月八万円ぐらいかかって行った

り来たりすると。バイトして交通費、宿泊費を稼いだり、生協の格安バスを利用したりしてしの

いでいるというわけですけれども、ある学生は、では、東京でどこに泊まるか。友人三人と一定

期間、ウイークリーマンションをシェアして活動していると。 

 今日の事態が深刻なもとで、そういう経済面でも緊急に国として、各大学を通じて就職活動を

経済的に支援する取り組みをやはり今検討、拡充すべきじゃないかと思うんですが、いかがでし

ょうか。 

 

○細川国務大臣 地方の学生などが就職のためにお金が大変かかっているということ、これにつ

いては、笠井委員が今言われたとおりだろうと思います。そういう意味ではいろいろな形で支援

をしていかなければいけないと思いますけれども、経済的な支援となりますと、職を求めている

人は学生だけではないということもありまして、経済的な支援を直接するということにはなかな

か難しいのではないかというふうに思います。 

 しかし、私どもとしては、そういう学生の皆さんにはできるだけの御支援をしなければいけな

いということで、都道府県には新卒者専門の新卒応援ハローワークというものを設置いたしまし

て、大都市圏や近県での就職を希望する地方在住の学生に対して、ハローワークが持っておりま

す全国ネットを活用して、広域的な職業紹介などをさせていただいております。 

 いろいろな形で私どもも就職支援をしていきたいというふうに思っておりますので、よろしく

御理解いただきたいと思います。 

 

○笠井委員 今ありましたけれども、お金のない者は就職活動もできない、就職活動するとバイ

トもできないというのが現実であります。放置すれば新たな格差社会をつくるだけだ。 

 学術会議の提言の中でもこの問題に触れていまして、「長期化する就職活動が学生にもたらす負

担の中で、最も切実なものの一つが、地方の学生が東京等の大都市圏で就職活動を行う際の宿舎

の問題ではないかと考えられる。このことについて、各種の公的な宿泊施設の低廉な価格での利

用や、宿泊費・交通費に関する何らかの補助制度の創設等を検討すべきではないか」と学術会議

も提言しています。 

 やり方はいろいろあると思うんです。しかし、そういう問題を真剣に検討して具体化すべきだ

というふうに思います。強く求めておきたいと思います。 

 就職協定の歴史は一九五二年にさかのぼります。ちょうど私が生まれた年で、もう五十八年、

いろいろな問題があったんだなということを改めて感じますが、これまでも、就職協定が結ばれ

ながら、ペナルティーがなかったことから違反する企業が後を絶たずに、協定が事実上機能しな

くなって廃止されて、倫理憲章という企業側の自己責任に任せる、そういうもとでノンルールに

なってしまう。加速度的に事態が悪化してまいりました。この悪循環こそ断ち切るべきだと思い

ます。 

 この問題を解決するには、やはり一つの会社、業界だけではできない。競争があります。だか

らこそ政府の役割が決定的だ。今こそ政府が入って、先ほど御答弁ありました経済界と大学、そ
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して学生の声もしっかり受けとめながら協議して、きちっと守られるルールをつくる、実効性を

持たせるということが必要だということを強く求めておきたいと思います。 

 同時に、今日の就職難の最大の根底にある重要な問題は、新卒者の採用数そのものが尐ない。

これをもっと確保することであります。高校生も大学生も、とりわけ大企業の採用数が今大幅に

減っている。なぜ減っているんでしょうか。その要因を端的にお答えください。 

 

○大畠国務大臣 先ほどから笠井委員のお話を伺っておりまして、私自身の就職したころを思い

起こしました。私は、一九七四年でありますが、工学部でその年の七月までは卒業論文に没頭し、

おおよそ卒業論文のめどがついた段階で就職を探し始め、就職したわけでありますが、先ほどの

さまざまなお話を伺っておりまして、企業の方にも大きな問題がありますし、さらに、現在の教

育制度の中で、大学の授業というものが大変無為に過ごされているような感じも受けます。 

 したがって、経済産業省として、ぜひ優秀な学生がしっかりとした環境で十分に勉強して将来

に備えるという体制ができるように、一つは、私は文部科学省と労働省とも関係してやっていき

たい。 

 もう一つは、なぜ就職先が尐ないのか、こういうことでありますが、現在の経済下において経

営の方も将来見通しがなかなか立たない。そんな中で、ことしは就職を何人募集するか、そんな

ところでいろいろさいなまれているのじゃないか。私の場合は、一九七四年、ちょうどオイルシ

ョックのときでありましたから、私は同期の人間が千人いますが、次の年は百人に絞られました。

したがって、経済の状況によって経済界も企業もいろいろ思いあぐねながらやっていると思いま

すが、現在の経済状況というのは就職先の尐ないという要因の一つではないかと推測をしており

ます。 

 

○笠井委員 端的に質問に答えていただきたいんですが、新卒者の求人が減っているのは景気悪

化のせいだけじゃないと思うんです。大きな背景には、この間でいいますと、派遣や請負などの

非正規雇用の拡大があります。正規雇用も雇用の調整弁にされて非正規に置きかえられてきた。

製造業の大企業でいいますと、五百人以上の従業員のところでは、雇用している労働者は一九九

四年の二百六十九万人から百八十七万人、八十二万人、三〇％も減りました。一般事務職にして

も、専門業務など、そういう名前をつけて野方図に非正規雇用を解禁してしまったという問題が

大きくあります。 

 一たん採用が正社員じゃなくて非正規になればどうなるか。その後、その学生が正規採用され

るのは本当に難しくなります。不可能と言っていい。だから学生は、何としても正社員として採

用されるように、必死で就職活動に取り組んでいるわけであります。 

 企業の側としても、新卒の正社員をきちんと確保しないと、社員の年齢構成に大きなひずみが

生まれるということになります。かつて超氷河期と言われた時期に、どの企業も新卒採用を絞り

込んでしまった結果、仕事の継承ができない、三十歳になっても部下がいないという部署が出た

りしました。大分大きく問題になりました。その過ちを繰り返してはいけないということである

と思います。 

 総理、新卒者の就職難打開のためにも、非正規雇用を拡大した労働法制の規制緩和を抜本的に

見直して、そして、日本の雇用のあり方を非正規から正規へと転換するという大きな切りかえが

どうしても必要だと思うんですが、これは大きな問題だと思うので、総理、端的にお答えいただ

けますでしょうか。 

 

○菅内閣総理大臣 今、正規、非正規という面に視点を向けられての論拠ですが、私も、この十

年間あるいは二十年間、非常に非正規雇用がふえたことは、従来的な意味の正規雇用あるいは年

功序列というものも含めて大きく変わってきた、あるいはその制度を破壊してきた背景にあると
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思います。 

 ただ、そのことと、もう一つ、やはり日本経済のいろいろな意味での成長がとまって、デフレ

状況の中で企業がなかなか投資をしない、お金はあるけれども投資をしない、国内に投資をしな

い、そういったことも先ほど言われた雇用の数がなかなか伸びないことにあると思うんです。 

 もう一つ、この機会に申し上げたいのは、大企業のことを言われておりますが、中小企業は、

一般的に言えば大企業に比べて求人倍率は四ぐらいでありまして、大企業が〇・六とか〇・五で

すけれども、非常に、中小企業は潜在的には新卒者を採りたいと思っているところが多いわけで

す。しかし逆に、新卒者の方もあるいはその家族の方も、余り名前が知られていない企業にはな

かなか足が向かないということがあります。 

 そこで、私が現実に視察をした京都のジョブパークなどでは、中小企業とのマッチングのため

にトライアル雇用とかいろいろな仕組みを、そのジョブパークそのものが数百社の中小企業が会

員になっていまして、おもしろいことを言っていたのは、企業の目線と言うから、何で勤めたい

人の目線じゃないんだと言ったら、そうじゃないんですと。企業が欲しくなるような人がどうい

う人かということの目線で、そこに来た学生さんなんかに短期的な、それこそ、先ほど言われた

就職試験のときだけうまいことを言うというんではなくて、三カ月ぐらい仕事をして、ああ、な

かなかこいつやるじゃないかと思われるようなそういうトレーニングをしっかりしている、そう

いう話も聞きました。 

 そういう意味では、いろいろなことをやらなければいけませんが、一つの大きな分野は、中小

企業の中で発展可能性を持った中小企業も多いわけですから、いい人材が入ればますます伸びる

会社もあるわけですから、そういうところに対するミスマッチをマッチングさせるということも

極めて重要なことだろう。その点も今、全国各地で、ワンストップでそういうことができるよう

な体制をつくりつつあるということも申し上げておきたいと思います。 

 

○笠井委員 今、中小企業のことを言われまして、中小企業は雇用の七割を支えています。経済

の主役でありますから、有能な人材がきちっと入っていくように、その魅力を知らせるのは必要

だと思うんですが、マッチングしないのは、さっき言ったような、就職活動のあり方が過熱化を

して、人気企業にとにかく集中するということで、中小企業に目が行かないという状況がつくら

れているということがある。学生自身が学んだことから就職先を考えるのが本来なのに、その以

前から就職活動をやらなきゃいけないという状況がつくられるということが根底にあるというこ

とを言いたいと思うのです。 

 それと、大きな背景の問題として非正規のことを言われました。そのためにも、やはり労働者

派遣法の改正をめぐって、抜け穴だらけの政府案を抜本的に見直して、雇用は正社員が当たり前

という社会に踏み出すべきだということも強く言いたいと思います。 

 そして、成長のことを言われました。私、一問だけそこで総理に伺いたいんですが、大企業は、

新卒採用を減らす一方で内部留保や手元資金をふやし続けてきたということが言われてまいりま

した。今、大企業を中心に生産は回復して利益もふえてきた。ところが、使い捨てできる派遣や

期間社員などの非正規で対応して正社員をふやそうとしないということをやってきて、この問題

も起こってきている背景があります。 

 新卒者の初任給というのは平均二百四十万円ぐらい。大企業の内部留保は、この一年間に十一

兆円ふえました。そのふえた分の三・四％を使うだけで、還流するだけで、就職も進学もしない

大学、短大、高校の新卒者十五万七千人を雇って、一年間給料を払うことができるじゃないか。

内部留保を二百三十三兆円から二百四十四兆円にふやすことと、そのほんの一部で就職難を解決

する、大企業もちゃんと採用する、そして長時間労働もなくして賃上げしていく、有為な人材が

新入社したときから思い切り仕事ができるのと、どちらが日本経済や企業にとって有益かという

こともぜひ考えるべきときに来ていると思うんです。 
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 総理自身も昨日の答弁で、企業の社会的責任ということを言われました。そして、二百兆円も

の内部留保を人材にも投資するように、特に力ある企業には要請していきたいと言われました。

大事なことだと思うんです。政府としても、経済界に対して強力に、そういう努力の中で新卒者

の採用数の確保を働きかける、これをやるときじゃないかと思うんですが、これはきのうの総理

の答弁との関係なので、ぜひ一言、総理にお願いしたいと思います。 

 

○菅内閣総理大臣 おっしゃることは、先ほど来申し上げているように私も賛成なんです。ただ、

民間企業ですので、要請はできます、しかし強制的に、あなたのところはこれだけは採ってくだ

さいということはなかなかできません。 

 考えてみますと、何が根本的な原因なのか、これは卵と鶏のようなことはありますが、私が時

折、雇用から需要、あるいは潜在的な需要のあるところに場合によっては財政資金を投入しても、

そこから雇用を生み出し、サービスを生み出し、生産を生み出していく、そういう好循環があれ

ば、そこに働く人がふえれば当然消費がふえますから、また内需がふえ、内需がふえれば、大企

業、中小企業を問わず生産の規模がまた膨らみます。ですから、笠井さんが言われていることは

間違いではもちろんないんですけれども、何か無理やりに雇用を企業につくらせるという手だて

そのものがない中で、どうすればそういう雇用を生み出すようなお金の流れをつくることができ

るか。この問題が、私は、成長と雇用という、私が雇用、雇用と言うと成長が先だと言われる方

もあるんですが、私は表裏一体だと思うんですが、そのメカニズムをいかにして回転させるかと

いうことまでできれば御提案をいただければ、でないとなかなか、いや、おっしゃることは私も

間違ってはいないと思うんですよ。私たちも積極的に大企業には働きかけはしますけれども、大

企業自身がインセンティブを持って大勢の若者を雇おうということになる状況をどうやってつく

るかということを、まさに成長と雇用の中で考えていきたいと思っています。 

 

○笠井委員 そこが大事だと思うので、私も、強力に働きかける必要がある、このことを申し上

げている。やはり、今こそ大企業が内部に滞留している巨額の資金を投資や雇用などの生きたお

金として日本経済に還流させる、還流させることが日本経済の危機打開のために不可欠だと申し

上げているので、そうやって家計を直接応援するし、内需を底上げすることによって本当によく

していくというわけです。そういう政策の転換が必要だということを申し上げているわけであり

ます。ぜひそのことをやっていただきたいと思います。 

 次に、沖縄米軍普天間基地問題に関して質問いたします。 

 沖縄の米軍普天間基地について、菅総理は、さきの本会議で、普天間飛行場の移設については、

本年五月の日米合意を踏まえて取り組むと同時に、沖縄に集中した基地負担の軽減にも全力を挙

げて取り組んでまいっております、沖縄の方々の御理解を求め、誠心誠意話し合ってまいりたい

と答弁されました。 

 五月の日米合意とは、普天間基地を辺野古に移設する、いわゆる県内移設であります。これに

対して、沖縄県民の総意ははっきりしています。ことしに入ってからでも、名護市長選挙、県議

会決議、九万人の県民大会、名護市議選などを通じて、普天間基地の閉鎖、撤去、県内移設反対

を県民の総意として表明してきています。五月の日米合意の実行が不可能なことは、もうだれの

目にも明らかだと思うんです。 

 普天間基地問題の原点は、市街地のど真ん中にある危険きわまる基地は即時閉鎖、撤去するし

かないということであります。移設を前提にしたのでは問題は解決しない、これが十五年間の教

訓じゃないかと思うんですが、これは、総理、御自身の答弁にかかわりますが、いかがでしょう

か。 

 

○菅内閣総理大臣 まさにこの問題が、鳩山前総理が本当に総理になられてからずっと、あるい
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はその前からずっと取り組まれた問題であることは御承知のとおりです。そして、いろいろなこ

とを検討された上で、改めて五月二十八日の日米合意、つまりは辺野古への移転という方向性を

含む日米合意に、戻ったという表現もありますし、改めてそういう形を合意したということがあ

ります。 

 私は、政権を引き継いだ中で、まずはこの合意の原点からスタートすることによって、まず日

米関係においても、信頼関係を回復する中で、その中から何らかの理解や打開の道を見つけたい

と。他の方にもお答えしましたが、できれば沖縄の基地負担をほかの分野で先行して負担軽減が

できるような、北部の演習場の返還とか、今はすぐはできておりませんが、嘉手納の单の返還と

か、あるいはグアムへの移転を予定どおり、約半数の海兵隊を移転する計画を予定どおり進める

とか、そういう形で沖縄の皆さんに負担の軽減を実感してもらえる中で、そしてその中から普天

間の辺野古への移転について御理解がいただける状況が生まれるかどうか。もちろん、楽観をし

ているわけではありません。 

 よく皆さんもおわかりのように、普天間そのものが極めて危険なところにあることは私自身も

認識をいたしております。そういう中において、それでは普天間そのものを、例えば何か一部、

近くの学校をどうしたらいいとか、そういうことになることについても、必ずしも現在は合意が

得にくい状況にあることもわかっております。 

 まあ、これ以上言わない方がいいかもしれませんが、今、沖縄周辺を含む国際的な状況も、あ

る意味で大変不透明な状況がより増していることも含めて、この問題、もちろん簡卖ではありま

せんけれども、まずは五月二十八日の日米合意を踏まえたところからスタートして、理解が得ら

れるように全力を挙げてまいりたい、このように思っております。 

 

○笠井委員 沖縄の県民の負担軽減が実感されるように、そして理解を求めたいとおっしゃいま

したが、果たしてそうかという問題であります。 

 では、総理は、アメリカが実際どういう動きをしているかということを御存じかということな

んですけれども、アメリカ海兵隊は、このほどこういう報告書を出しました。計画書ですね。二

〇一一会計年度の航空機配備計画というものであります。これを公表した。この計画には、普天

間基地に関して極めて重大なことが盛り込まれております。 

 普天間のかわりにつくる施設の建設がおくれたり中止になった場合には、最新鋭のオスプレー

という輸送機、この写真にありますけれども、この配備のために普天間基地に新たな施設を建設

すると。このオスプレーというのは、ヘリよりも大型で、戦場に物資や兵員を運ぶということで、

ヘリのように上下もやれますし、それから水平でずっと飛行機のように高速で走れるということ

でありますけれども、これを配備のための施設を建設すると。そして、最終的に閉鎖されてかわ

りの施設に移るまで、一〇〇％運用可能であることが求められるということまで書かれています。 

 アメリカ側は、辺野古移設の日米合意の実行を求めながら、その一方で普天間基地を継続的に

使用することを考えている。しかも、オスプレー配備のための新たな施設建設を行って、かわり

の施設、つまり辺野古に新基地が建設されて移るまで普天間基地をさらに増強して、一〇〇％運

用するということまでこの計画書で米海兵隊は言っているわけであります。 

 アメリカのこうした計画方針をどのように受けとめていますか。 

 

○北澤国務大臣 笠井委員は、今二つのことを質問されました。 

 まず一つは、オスプレーの配備であります。これは、事務方同士の協議の中では議題にはなっ

ておることは事実であります。しかし、これはあくまでも海兵隊の計画でありまして、国防総省

からは、国防総省としてこれを認めているわけではないという意見を我々は聞かされております。 

 それからもう一つは、二〇一一年度の航空機配備計画についてであります。これも海兵隊の、

今お示しをいただいた表の中にありますが、航空輸送部装備品の保管所であるとか、滑走路・誘
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導路の路肩、これを普天間の飛行場の中で改修あるいは補強したい、こういうふうに言っており

ますが、これはあくまでも、二〇〇六年の協議の中で決まって、それを米軍としては、海兵隊と

しては我慢してきたと。しかし、なかなか普天間の移設ができないので、運航上支障を来す場合

はこういうことをやりたいということでありまして、これも実務を担当する海兵隊の計画の中に

あるわけでありまして、国防総省がそれをするというところには至っていないということです。 

 

○笠井委員 米側のオスプレーの配備計画については、私も一九九九年の十一月に参議院の予算

委員会でこの問題を取り上げたのは、もう十年以上前です。ずっと問題になってきたけれども、

日本政府はそれが進んでいる事実を十年以上も隠してきた。そして、それがここまで具体的にな

っても、いまだに国防総省全体のものじゃないと言って、だれが信用するかということなんです

よ、沖縄の県民も。アメリカは我慢してきたと言うが、我慢してきたのはアメリカじゃないんで

すよ。沖縄県民は、この被害に我慢をさんざんしてきたわけですから。 

 このパネルをごらんいただきたいと思いますが、今大臣が言われましたので、今回発表された

計画には普天間基地の新たな施設建設整備計画が入っています。航空輸送部装備品の保管所、そ

れから滑走路・誘導路の路肩、補助滑走路帯、それから飛行機をとめる駐機場などの区域の接合

の改良、エプロン改良、駐機場建設が列挙されています。移設するという新基地がまだできない

からということで、現在の普天間基地をもっと使いやすいように増強していこうというものであ

ります。この米側の計画について、沖縄県民は、危険な普天間基地が増強されて固定化されるん

じゃないか、こういうふうに危惧しているわけであります。実際、そういう方向になって動いて

いる。 

 それでは、日米合意とも違うことが米海兵隊によって計画されている、大変なことだと、米政

府に、これはどういう段階のものかときちんと問い合わせて確かめたんですか。海兵隊にこうい

う計画があるけれども国防総省がどう考えているのかと、これは勝手に海兵隊がやっているんだ

とか、そういうことを確かめたんですか。 

 

○北澤国務大臣 先ほども総理から決意が表明されましたけれども、こういう事態にならないよ

うに、二〇一四年を目指して代替施設の建設に努力をする、最大の努力をするということであり

ます。 

 

○笠井委員 二〇一四年に代替施設をつくって、そっちに行くからいいというふうに今言われま

したけれども、パネルの三の下の方に、これは細かくてあれなんですが、じゃ、オスプレーの配

備計画を、海兵隊がどういうものを持っているかというのが書いてあります。 

 現在、普天間基地に配備されている中型ヘリ部隊は二つの中隊がありますが、今回の海兵隊の

計画によりますと、その二つのうち一つの中隊は、二〇一二年の十月からアメリカ・カリフォル

ニア州のミラマー基地所属のオスプレー中隊と交代をする。もう一つの中隊は、十二機ですが、

これは二〇一三年にミラマー基地所属の別のオスプレー中隊と交代する。これが二〇一二年、一

三年にやってくるというのが海兵隊の計画です。 

 今大臣は二〇一四年に辺野古ができるからと言われたけれども、二〇一二年には海兵隊は、そ

れ以前にオスプレーを持ってくるという計画を公然と出して、今回、部隊名と基地名まではっき

り書いたということが初めて出たわけであります。 

 こういう状況になって、まさにこれは普天間基地周辺、県民にとっては新たな負担じゃないか

と。当然じゃないですか、これ。こんなのけしからぬと言って、話が違うとアメリカに言うのは

当たり前じゃないですか。 

 

○北澤国務大臣 これは、米側とも交渉をしてつまびらかになっておるわけでありますが、あく
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までも一部隊としての計画でありまして、それをもって米国国防省が予算をつけて日本側へ通達

した、そういう話では全くないわけであります。 

 例えば、我が国に例えれば、海上自衛隊がこういう装備をどこそこでやりたい、こういって希

望を出すことはあるわけであります。しかし、それが防衛省の計画に載るかどうかということは、

それはまた別の問題、こういうふうに理解しています。 

 

○笠井委員 これは、本当に確かめたのかが問題になります。防衛省の報道官が去る八日に記者

会見の中で尋ねられて、米側に聞いたら否定しないと思う、そう言ったんですよ、この計画につ

いて。もう語るに落ちたという状況じゃないですか。聞いたら否定しないという話を言ったんだ

から、報道官が。 

 そうなりますと、このオスプレーというのはとにかく危険だと言われているわけです。住宅地

域を戦場に見立てて飛行する訓練もやる、海兵隊の殴り込み能力を強化できるというものであり

まして、不安定な構造なので、開発段階十年間に、主な事故だけでも四件、三十人が死亡してい

る。未亡人製造機とまで言われたような、そういうものです。この配備、運用を一二年から始め

る。再来年からやることによって、周辺住民、沖縄県民は、世界一危険な普天間基地の危険性が

ますます高まる、ここに一番恐怖と危機感を持っているわけですよ。 

 総理、こういう問題、負担軽減と言われましたけれども、本当にこれが負担の増強じゃないと

言えるんですか。アメリカ政府に、海兵隊一部隊だと防衛大臣は言われましたけれども、これに

ついては、やはり、そんな動きはけしからぬ、やめてもらいたいとこれは言えないんですか。総

理、それはいかがでしょうか。最後に伺います。総理に伺います。 

 

○中井委員長 北澤大臣、時間がもう来ていますから、簡潔に答えてください。 

 

○北澤国務大臣 お答えします。 

 オスプレーの導入と基地の補てんというのは全然別の話でしょう。ですから、それを……（笠

井委員「一二年に導入すると言っているわけですから、計画についてちゃんとやっているのかど

うかですよ、アメリカにちゃんと言ったかどうかですよ」と呼ぶ）質問は委員長の許可を得てや

ってください。 

 このオスプレーについては、私も野党で委員長をやっていた時代に、防衛省の役人が絶対ない、

ないと言ってきたんですよ。それはうそか、うそだと、こういう議論の続きでした。私も中へ入

ってよく見ましたら、米側は計画をしておるけれども、正式に申し入れがないんですよ、国防省

から。それを混同するから複雑になる。 

 また、これと普天間の設備の改良というのもまた全然別の話でありまして、それを全部一緒く

たにして、大変だ、大変だと言われると、民衆の判断を狂わすことになりますので、一つずつき

ちんと質問していただきたい。 

 

○笠井委員 これはやはり、アメリカにはちゃんと言うべきときには言わなきゃだめだ、こうい

うことをきちっと言わなきゃいけないということを申し上げて、質問を終わります。 

 

○中井委員長 これにて笠井君の質疑は終了いたしました。 

  


